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平成２８年における「人権侵犯事件」の状況について（概要）

～法務省の人権擁護機関の取組～

法務省の人権擁護機関（以下「人権擁護機関」という。）は，人権侵犯事件調

査処理規程（平成１６年法務省訓令第２号，以下「処理規程」という。）に基づ

き，人権を侵害されたという申告等を端緒に，その被害の救済，予防に努めてい

る。

平成２８年（暦年）における取組状況は，以下のとおりである。

○新規救済手続開始件数 １９，４４３件（対前年比 ７．４％減少）

○処理件数 １９，５５３件（対前年比 ７．１％減少）

【新規救済手続開始件数からみた特徴】

① インターネット上の人権侵害情報に関する事件数が，過去最高件数

を記録

１，９０９件（対前年比１０．０％増加）

② 障害者に対する差別待遇に関する事件数が，過去最高件数を記録

２８６件（対前年比 ７．９％増加）

③ 学校におけるいじめに関する事件数が，前年を下回るも６年連続し

て３，０００件を超え高水準で推移

３，３７１件（対前年比１３．２％減少）

④ 労働権に関する事件数が，前年を下回るも３年連続して２，０００

件を超え高水準で推移

２，１１９件（対前年比１４．８％減少）

１ 人権侵犯事件数（新規救済手続開始件数・処理件数）の動向

(1) 新規救済手続開始件数（図１）

新規に救済手続を開始した人権侵犯事件数は１９，４４３件であり，対前

年比で１，５５６件（７．４％）減少した。

（内訳）

◆ 公務員等の職務執行に関する人権侵犯事件数が５，３７９件（対前

年比６６４件 （１１．０％）減少）

◆ 私人等に関する人権侵犯事件数が１４，０６４件（対前年比８９２
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件（６．０％）減少）

(2) 処理件数（図２）

処理した人権侵犯事件数は１９，５５３件であり，対前年比で１，４９１

件（７．１％）減少した。

（内訳）

◆ 公務員等の職務執行に関する人権侵犯事件数が５，５９８件（対前

年比４６９件（７．７％）減少）

◆ 私人等に関する人権侵犯事件数が１３，９５５件（対前年比１，０

２２件（６．８％）減少）

処理内訳別にみると，「援助」（注１）が１７，８４６件（全処理件数の９１．３

％）で最も多く，次いで「要請」（注２）が６５１件（同３．３％），「説示」（注３）

が２９１件（同１．５％），「調整」（注４）が２０件（同０．１％），「勧告」（注５）

が５件（同０．０３％）となっている。

このほか，「措置猶予」（注６）が９件（同０．０５％），「侵犯事実不存在」

が２３件（同０．１％），「侵犯事実不明確」が７６２件（同３．９％），「啓

発」（注７）を行ったものが５３件（同０．３％）ある（注８）。

（注１）法律上の助言を行ったり，関係行政機関や関係ある公私の団体等を紹介する

こと。

（注２）被害の救済又は予防について実効的な対応ができる者に対し必要な措置を執

るよう求めること。

（注３）相手方の反省を促し善処を求めるため事理を説き示すこと。

（注４）当事者間の関係調整を行うこと。

（注５）相手方の人権侵犯をやめさせたり，同様の人権侵犯を繰り返させないため，

文書で人権侵犯の事実を指摘して必要な勧告を行うこと。

（注６）事案の軽重や反省の程度，懲戒の有無等を考慮して措置を講じないこと。

（注７）事件の関係者や地域社会に対し，人権尊重に対する理解を深めるための働き

かけを行うこと。

（注８）事件は１件で複数の措置を講ずる場合等があるため，処理件数と処理内訳の

合計件数は必ずしも一致しない。

(3) 特別事件

新規に救済手続を開始した人権侵犯事件数のうち，特別事件（処理規程第

２２条に規定されている重大な人権侵犯事件）の件数は１，７４０件で，前

年と同数であった。

２ 人権侵犯事件の類型別新規救済手続開始件数の動向

(1) 暴行・虐待事案（図３，４）
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暴行・虐待事案は３，６１６件（対前年比３．９％減少）で，全事件数の

１８．６％を占めている。

このうち，児童虐待事案については，５８６件（対前年比１６．２％減少）

である。

(2) 学校におけるいじめ事案（図３，５）

学校におけるいじめ事案は３，３７１件（対前年比１３．２％減少）で，

全事件数の１７．３％を占め，６年連続して３，０００件を超えており，依

然として憂慮すべき高水準の状況で推移している。

(3) プライバシー関係事案（図３，６）

プライバシー関係事案は２，４７２件（対前年比７．６％増加）で，全事

件数の１２．７％を占めている。全体の件数が減少する中，本類型は増加傾

向にある。

このうち，インターネットによるものの割合が７３．０％（１，８０５件）

を占めている。

(4) 住居・生活の安全関係事案（図３，７）

住居・生活の安全関係事案は２，４４６件（対前年比１１．２％減少）で，

全事件数の１２．６％を占めている。

このうち，相隣間における騒音等の相隣関係から生じる事件の割合が５９．

０％（１，４４３件）を占めている。

(5) 労働権関係事案（図３，８）

労働権関係事案は２，１１９件（対前年比１４．８％減少）で，全事件数

の１０．９％を占め，３年連続して２，０００件を超えており，依然として

高い水準で推移している。

このうち，パワーハラスメントに関する事案の割合が６２．０％（１，３

１４件）を占めている。

(6) 強制・強要事案（図３，９）

強制・強要事案は２，００２件（対前年比７．９％減少）で，全事件数の

１０．３％を占めている。

(7) 教育職員関係事案（図３，10）

教育職員関係事案は１，３５６件（対前年比１０．３％減少）で，全事件

数の７．０％を占めている。

このうち，体罰事案については，４４８件（対前年比９．３％減少）であ

る。
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(8) 差別待遇事案（図３，11）

差別待遇事案は６８３件（対前年比７．８％減少）となった。

このうち，障害者に関するものについては，２８６件（対前年比７．９％

増加）で，過去最高（注９）となったほか，同和問題に関するものが７８件，外

国人に関するものが５７件，高齢者に関するものが５０件，女性に関するも

のが４２件となっている。

このほか，性同一性障害に関するものが６件，性的指向に関するものが５

件ある。

（注９）平成１３年から実施している現行の統計報告要領において，過去最高となる。

３ その他特徴的な新規救済手続開始件数の動向

インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件（図12）は１，９０

９件（対前年比１０．０％増加）で，前年に引き続き過去最高（注10）となった（詳

細は別添６）。

（注10）平成１３年から実施している現行の統計報告要領において，過去最高になる。

なお，インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件は，統計報告要

領で定められた区分とは異なる区分で事件を集計している。

４ 添付資料

(1) 平成２８年中に法務省の人権擁護機関が救済措置を講じた具体的事例（別

添１）

(2) 「人権侵犯事件」統計資料（平成２８年）（別添２）

(3) 「女性の人権ホットライン」統計資料（別添３）

(4) 「子どもの人権１１０番」統計資料（別添４）

(5) 「インターネット人権相談」統計資料（別添５）

(6) 特集「インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件について」

（別添６）

(7) 特集「いわゆるヘイトスピーチに関する人権侵犯事件について」（別添７）



図３ 人権侵犯事件の種類別構成比の比較
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（別添１）

平成２８年中に法務省の人権擁護機関が救済措置を講じた具体的事例

（暴行・虐待事案）

事例１ 母親の子に対する虐待

中学生から，母親から暴力や暴言を受けているとして，「子どもの人権１１

０番」に相談がされた事案である。

法務局が中学生から事情を詳しく聴取し，中学生が虐待を受けている疑いが

あることが認められたため，即日，中学生が在籍する中学校に対し情報提供を

行った上で中学生の見守りを依頼するとともに，児童相談所に対しても情報提

供を行い，その日のうちに中学生に対する見守り体制が構築されるに至った。

（措置：「援助」）

事例２ 夫の妻や子に対するＤＶ

夫からの暴言や暴力的行為から逃れて，子どもとともに安全な場所で生活し

たいとして，妻から法務局に相談がされた事案である。

相談を受けた法務局が直ちに被害者らが居住する地域の市役所に連絡した

上，同日中に被害者とともに市役所の担当課に赴き，被害者らの状況を説明し

た結果，被害者らが市から紹介された民間のシェルターに移ることが同日中に

決定し，その後速やかに保護されるに至った。（措置：「援助」）

事例３ 夫の妻に対するＤＶ

高齢の父親から母親が暴言を受けているとして，その子から「インターネッ

ト人権相談受付窓口」に相談がされた事案である。

法務局が速やかに子に連絡を取り状況を確認したところ，母親が父親から日

常的に暴言を受けていることが認められたことから，子の了解を得た上で，地

域包括支援センターに情報提供を行った。

その後，同センターが母親らと面談して対応を協議し，父親を病院に受診さ

せ適切な薬を処方してもらうなどした結果，母親に対する暴言はなくなり，安

心して生活することができるようになったとして，相談者である子から感謝の

言葉が述べられた。（措置：「援助」）

（学校におけるいじめ事案）

事例４ 小学校におけるいじめに対する不適切な対応
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小学生が，同級生からいじめを受けているにもかかわらず，学校が十分な対

応を行わないため，不登校状態になったとして，親から法務局に相談がされた

事案である。

被害者側と学校側の関係が悪化していたことがうかがわれたことから，法務

局が間に入って両者の意思疎通を図るなどした結果，信頼関係が回復し，被害

者の不登校状態が解消されるに至った。また，法務局は，被害者が所属する学

級を対象として，人権擁護委員による「人権教室」を実施し，「思いやりの気

持ち」などについて考えてもらう機会を設けた。 （措置：「調整」）

事例５ 中学校におけるいじめに対する不適切な対応

同級生からいじめを受けているとして，自殺をほのめかす内容の「子どもの

人権ＳＯＳミニレター」が中学生から送付され，調査を開始した事案である。

緊急性があると判断した法務局は，ミニレターが送付された当日中に，中学

生が通う学校に情報提供を行い状況確認を行うとともに，関係する社会福祉施

設とも情報共有を行うよう依頼した。

その結果，学校及び施設において，中学生に対する見守り体制が構築される

に至った。また，中学生から感謝の言葉が記載されたミニレターが法務局に送

付された。（措置：「援助」）

（プライバシー関係事案）

事例６ 勤務先における人格を傷つける発言

勤務先において，同僚から，同和問題を引き合いに出すなどして自身を誹謗

中傷する噂を流されたとして，法務局に相談がされた事案である。

法務局で調査した結果，当該同僚が，職場において，被害者が同和地区出身

者であるとした上で，以前の勤務先において犯罪行為をして解雇されたなどと

事実無根の発言をしていたことが認められた。

そこで，法務局は，当該同僚に対し，当該発言は被害者の人格を傷つけるも

のであり，人権尊重の理念について理解を深め，今後，同様の行為を行うこと

のないよう説示した。（措置：「説示」）

（労働権関係事案）

事例７ 職場の上司による部下に対するパワーハラスメント

職場の上司から，やってもいないことをやったと決めつけられ，業務から外

されるなど不利益な取扱いを受けたとして，法務局に相談がされた事案である。

法務局の調査において，被害者と上司との間で事実関係についての認識に相
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違する点がうかがわれたため，両者の話合いの場を設けた結果，認識の相違が

解消し，両者の関係が修復されるに至った。（措置：「調整」）

（教育職員関係事案）

事例８ 小学校の教員による不適切な指導

学校の教員から不適切な指導を受けたという内容の「子どもの人権ＳＯＳミ

ニレター」が小学生から送付され，調査を開始した事案である。

法務局で調査した結果，当該教員が自己の指導に従わない小学生らに対し，

頭を教科書でたたいたり，暴力を振るう旨ほのめかしたなどの事実が認められ

た。

そこで，法務局は，当該教員に対し，その反省を促すため，本件行為が児童

の権利を侵害するものであることについて説示するとともに，学校長に対し，

教職員に対する指導・監督を徹底するなど，再発防止に向けた適切な措置を講

ずるよう要請した。（措置：「説示」「要請」）

（差別待遇事案）

事例９ 視覚障害者に対する宿泊拒否

視覚に障害のある者が，盲導犬の同伴を理由にホテルから宿泊を拒否された

旨の新聞報道がされ，当該報道を端緒として調査を開始した事案である。

法務局で調査した結果，当該ホテルが宿泊申込みに対して，詳しい事情を聞

くなどせず，何ら合理的理由がなく盲導犬の同伴を拒否したことが明らかにな

った。

そこで，法務局は，当該ホテルの経営者に対し，今後，同様の行為を行うこ

とのないよう説示した。（措置：「説示」）

事例10 同和地区出身者であることを理由とする差別

離婚調停中の配偶者から，同和地区出身者であるなどと差別する内容のメー

ルを送られたとして，法務局に相談がされた事案である。

法務局で調査した結果，被害者を同和地区出身者であるとして不当に差別す

る内容のメールが送信された事実が認められた。

そこで，法務局は，配偶者に対し，本件行為は被害者の人格を傷つける人権

侵害であり，反省を促すとともに同和問題に対する正しい理解を深めるよう説

示した。（措置：「説示」）
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「人権侵犯事件」統計資料（平成２８年）

中止 移送 啓発

総　合　計 20,705 1,262 19,443 8,955 10,107 - 15 360 6 19,553 17,846 20 651 291 5 - - 9 23 762 204 9 5 53 1,152

公 務 員 等 の 職 務 執 行 に 伴 う 侵 犯 事 件

5,884 505 5,379 1,934 3,159 - - 285 1 5,598 4,809 10 306 277 1 - - 8 11 390 42 7 - 24 286

特別公務員に関するもの

警察官に関するもの 206 27 179 119 60 - - - - 191 147 - - - - - - - 1 33 9 1 - - 15

その他の特別公務員に関するもの 13 5 8 4 4 - - - - 11 6 - - - - - - - - 5 - - - - 2

教育職員関係

体罰 651 203 448 102 88 - - 258 - 565 164 - 277 249 1 - - 3 - 106 5 - - 5 86

その他 1,012 104 908 413 483 - - 12 - 977 866 5 28 25 - - - 2 - 66 7 1 - 15 35

学校におけるいじめ 3,466 95 3,371 944 2,415 - - 12 - 3,420 3,359 4 - 2 - - - - - 40 9 5 - 3 46

刑務職員関係 210 41 169 165 2 - - 1 1 135 28 - - - - - - - 10 88 9 - - - 75

その他の公務員に関するもの

国家公務員に関するもの 41 4 37 29 8 - - - - 33 20 - 1 1 - - - - - 12 - - - - 8

地方公務員に関するもの 268 25 243 151 90 - - 2 - 251 206 1 - - - - - 3 - 38 3 - - 1 17

その他 17 1 16 7 9 - - - - 15 13 - - - - - - - - 2 - - - - 2

私　人　間　の　侵　犯　事　件

14,821 757 14,064 7,021 6,948 - 15 75 5 13,955 13,037 10 345 14 4 - - 1 12 372 162 2 5 29 866

人身売買 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

売春関係 3 - 3 2 1 - - - - 3 3 - - - - - - - - - - - - - -

暴行・虐待

家族間におけるもの

夫の妻に対するもの 1,340 2 1,338 483 855 - - - - 1,337 1,337 - - - - - - - - - - - - - 3

妻の夫に対するもの 79 1 78 27 51 - - - - 79 78 - - - - - - - - 1 - - - - -

親の子に対するもの 914 35 879 382 490 - - 7 - 891 882 - - - - - - - 1 5 3 - - - 23

子の親に対するもの 310 3 307 109 196 - - 2 - 309 307 - - - - - - - - 2 - - - - 1

その他 396 5 391 144 246 - - 1 - 390 386 - - - - - - - - 2 2 - - - 6

家族間以外のもの 635 12 623 289 333 - - 1 - 624 605 1 2 2 - - - - - 12 3 - - - 11

私的制裁 2 - 2 2 - - - - - 2 2 - - - - - - - - - - - - - -

医療関係 142 5 137 75 62 - - - - 137 123 - - - - - - - - 9 5 - - - 5
人身の自由関係

91 3 88 52 36 - - - - 90 86 - - - - - - - - 4 - - - - 1

その他 7 1 6 2 4 - - - - 7 6 - - - - - - - - 1 - - - - -

社会福祉施設関係

施設職員によるもの 167 39 128 54 48 - - 23 3 133 87 - 13 1 - - - - - 22 11 - - 1 34

その他 33 3 30 16 14 - - - - 30 24 - - - - - - - - 3 - - 3 - 3

村八分 20 1 19 10 9 - - - - 20 17 1 - - - - - - - 1 - 1 - - -

差別待遇

女性 43 1 42 18 24 - - - - 43 40 - - - - - - - - 2 1 - - - -

高齢者 51 1 50 26 24 - - - - 49 47 - - - - - - - - 2 - - - - 2

障害者 311 25 286 175 110 - - 1 - 280 243 - - 2 - - - - 2 30 3 - - 2 31

同和問題 91 13 78 30 14 - 13 19 2 72 34 - 17 2 - - - 1 - 9 4 - 2 4 19

アイヌの人々 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

外国人 72 15 57 32 23 - - 2 - 68 47 - 3 - 4 - - - - 14 - - - 6 4

ＨＩＶ感染者等 12 4 8 6 2 - - - - 11 7 - - - - - - - - 4 - - - - 1

刑を終えた人々 15 - 15 7 8 - - - - 12 12 - - - - - - - - - - - - - 3

ホームレス - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

性的指向 5 - 5 1 4 - - - - 5 4 - - - - - - - - 1 - - - - -

性同一性障害 7 1 6 4 2 - - - - 7 5 - - - - - - - - 2 - - - - -

その他 152 16 136 78 58 - - - - 135 107 - - - - - - - - 24 4 - - 2 17

参政権関係 1 - 1 - 1 - - - - 1 1 - - - - - - - - - - - - - -

プライバシー関係

報道機関 8 - 8 6 2 - - - - 8 6 - - - - - - - 1 1 - - - - -

インターネット 2,241 436 1,805 1,597 200 - 2 6 - 1,690 1,262 1 309 - - - - - - 53 75 - - 1 551

相隣間 222 8 214 95 119 - - - - 209 200 - - 1 - - - - - 7 1 - - 2 13

その他 476 31 445 232 212 - - 1 - 439 378 2 - 2 - - - - 3 43 9 1 - 4 37

集会，結社及び表現の自由関係 2 - 2 1 1 - - - - 2 2 - - - - - - - - - - - - - -

信教の自由関係 32 - 32 25 7 - - - - 32 11 - - - - - - - - - 21 - - - -

教育を受ける権利関係 10 - 10 5 5 - - - - 10 10 - - - - - - - - - - - - - -

労働権関係

不当労働行為 23 - 23 10 13 - - - - 23 23 - - - - - - - - - - - - - -

労働基準法違反 103 1 102 52 50 - - - - 103 102 1 - - - - - - - - - - - - -

その他 2,050 56 1,994 1,100 886 - - 8 - 2,014 1,930 1 - - - - - - 1 71 11 - - 4 36

住居・生活の安全関係

自力執行 6 - 6 2 4 - - - - 6 6 - - - - - - - - - - - - - -

相隣間

小公害 428 3 425 138 287 - - - - 427 421 - - - - - - - - 6 - - - - 1

その他 1,028 10 1,018 353 665 - - - - 1,001 987 1 - 2 - - - - - 11 - - - 2 27

公害 18 - 18 9 9 - - - - 18 17 - - - - - - - - 1 - - - - -

不動産 262 - 262 114 148 - - - - 262 261 - - - - - - - - 1 - - - - -

その他 721 4 717 289 428 - - - - 706 698 - - - - - - - 1 6 1 - - - 15

強制・強要

家族間におけるもの

夫の妻に対するもの 389 - 389 137 252 - - - - 389 389 - - - - - - - - - - - - - -

妻の夫に対するもの 63 - 63 19 44 - - - - 63 63 - - - - - - - - - - - - - -

親の子に対するもの 152 1 151 60 91 - - - - 152 150 - - - - - - - - - 2 - - - -

子の親に対するもの 110 - 110 38 72 - - - - 110 110 - - - - - - - - - - - - - -

その他 218 4 214 82 132 - - - - 216 213 - - - - - - - - 1 2 - - - 2

セクシュアル・ハラスメント 336 1 335 138 196 - - 1 - 332 330 - 1 1 - - - - - 1 - - - - 4

ストーカー 227 - 227 122 103 - - 2 - 227 227 - - - - - - - - - - - - - -

ホームレスに対するもの 1 - 1 1 - - - - - 1 1 - - - - - - - - - - - - - -

性的指向に対するもの 2 - 2 1 1 - - - - 2 2 - - - - - - - - - - - - - -

性同一性障害に関するもの - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

その他 524 14 510 249 261 - - - - 512 486 2 - 1 - - - - 3 16 4 - - - 12

組織又は多衆の威力関係 17 1 16 10 6 - - - - 17 16 - - - - - - - - 1 - - - - -

交通事故 9 - 9 2 7 - - - - 9 9 - - - - - - - - - - - - - -

犯罪被害者 4 - 4 2 2 - - - - 4 4 - - - - - - - - - - - - - -

その他 240 1 239 108 130 - - 1 - 236 233 - - - - - - - - 3 - - - 1 4

北朝鮮当局によって拉致された被害者等に
対するもの

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律
関係

総数 旧受
申 告

職員受 委員受

総　計

未済関係行
政機関
の通報

情報 移送
措置
猶予

侵犯
事実
不存
在

侵犯
事実
不明
確

勧告

件　　　　　　　名
通告 告発調整 説示

総　計

人権擁
護委員
の通報

新　受

計
要請

打
切
り

計
援助

処　理

  措             置
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○　設置目的

○　各年の利用件数と主な相談内訳（平成２４年～２８年）

① 暴 行 ・ 虐 待 2,111 1,813 1,694 1,727 1,591

② 強 制 ・ 強 要
（セクハラ・ストーカー除く）

1,307 1,254 1,338 1,413 1,202

③ セ ク ハ ラ 402 334 412 378 368

④ ス ト ー カ ー 328 438 383 306 321

⑤ そ の 他 17,572 17,280 17,206 17,299 15,824

合 計 （ 件 ） 21,720 21,119 21,033 21,123 19,306

○　利用件数の推移（平成１９年～２８年）

注) ①から④までの件数は，女性を被害者とする相談の件数を計上している。

２６年 ２７年 ２８年

　男女共同参画社会基本法の制定を踏まえ，性差別に起因する人権侵害の被害者
の救済を推進するため，平成１２年７月３日，全国５０の法務局・地方法務局の
本局に，専用相談電話「女性の人権ホットライン」を設置し，夫やパートナーか
らの暴力，職場等におけるセクシュアル・ハラスメント，ストーカー行為等様々
な女性の人権問題をめぐる相談を専門的に受ける体制を整備したもの。また，相
談者の利便の更なる向上のため，平成１８年４月から電話番号を全国共通として
いる。

「女性の人権ホットライン」統計資料

２４年 ２５年
平成

相談内訳

22,569 
23,997 23,426 23,289 

22,008 21,720 21,119 21,033 21,123 
19,306 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

１９年 ２０年 ２１年 ２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年 ２７年 ２８年
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○　設置目的

○　各年の利用件数と主な相談内訳（平成２４年～２８年）

平成

相談内訳

① 暴 行 ・ 虐 待 776 669 741 674 624

② い じ め 4,287 4,097 3,384 3,657 3,020

③ 体 罰 等 3,114 3,463 2,913 2,857 2,703

④ そ の 他 20,207 20,618 18,673 18,007 16,970

合 計 （ 件 ） 28,384 28,847 25,711 25,195 23,317

○　利用件数の推移（平成１９年～２８年）

注) ①の件数は，18歳未満の者を被害者とする相談の件数を計上している。

「子どもの人権１１０番」統計資料

　子どもをめぐる人権問題は，周囲の目につきにくいところで起こっていること
が多く，被害者である子ども自身も，身近な人に話しにくいといった状況がある
ことから，子どもが発する信号をいち早くキャッチし，その解決に導くため，全
国５０の法務局・地方法務局に，専用相談電話「子どもの人権１１０番」を設置
し，いじめ，体罰，児童虐待等をはじめとした子どもの人権問題をめぐる相談を
専門的に受ける体制を整備したもの。また，相談者の利便の更なる向上のため，
平成１８年４月から電話番号を全国共通とし，平成１９年２月からフリーダイヤ
ル化している。

２４年 ２５年 ２６年 ２７年 ２８年
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○　設置目的

○　インターネット人権相談受付窓口

（http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken113.html）

○　平成２８年におけるインターネット人権相談類型別内訳

○　インターネット人権相談の特色

　若年層を中心に広く電子メールサービス等インターネットが利用されている状
況を踏まえ，相談しやすい体制の強化を目的として，平成１９年２月から，イン
ターネットを利用した人権相談受付システムを導入，運用している。

「インターネット人権相談」統計資料

　インターネット人権相談は，２４時間いつでもフォームに入力して送ることが
でき，比較的気軽に人権相談のできる手段である。
　人権相談の類型別内訳を見ると，他の手段も含めた全人権相談と比較して，プ
ライバシー関係の相談の割合が高い（平成２８年では，全人権相談におけるプラ
イバシー関係の相談の割合は４．７％）。これは，プライバシー侵害，名誉毀損
といったインターネット上の人権侵害情報に関する相談について，インターネッ
ト人権相談を利用することが多いためと思われる。
　そのほか，相談者の年齢構成で見ると，高齢者の割合が極めて低く，１８歳未
満の児童の割合が高い。

　受付窓口は，子ども用（ＳＯＳ－ｅメール）と大人用に分かれており，それぞ
れ，パソコン用と携帯電話用に対応している。また，平成２８年３月からは英語
及び中国語に対応した受付窓口を整備し，さらに，平成２９年３月からはスマー
トフォンに対応した窓口を設置し，より利用しやすい環境の整備に努めている。

プライバシー

関係
1,904
20.6%

労働関係
934
10.1%

住居・生活の

安全関係
871
9.4%

強制・強要
681
7.4%

暴行・虐待
645
7.0%

学校におけるい

じめ
534
5.8%

差別待遇
424
4.6%

教育職員関係
382
4.1%

その他
2,857
30.9%

類型別内訳

平成28年
インターネット

人権相談件数

9,232件
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インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件について

１ 法務省の人権擁護機関の取組について

法務局・地方法務局では，人権相談等により人権侵害の疑いのある事案を認

知した場合には，人権侵犯事件として調査救済手続を開始し，被害の実効的救

済に取り組んでいる。

インターネット上に流通する人権侵害情報は，一般に伝播性が高く，重大な

被害を生じさせるおそれがあることから，特に迅速な対応に努めている。具体

的には，人権擁護機関が被害者からの被害申告を受けた場合，速やかに該当す

るインターネット上の人権侵害情報を確認し，被害者自らが被害の回復・予防

を図ることが困難な事情がないか検討した上で，そのような事情がない場合は，

被害者に対し，プロバイダ等への当該侵害情報の削除依頼等の具体的な方法に

ついて助言するなどの「援助」を行っている。これは，表現の自由との関係な

どから，国の機関の関与なく被害を回復することが可能であればその方が望ま

しいとの考え方によるものである。

一方，被害者自らが被害を回復することが困難な事情が存在すれば，必要に

応じて被害者や関係者から事情を聴くなどの調査を行うとともに，法令・判例

に照らして違法性を判断し，名誉毀損やプライバシー侵害などとして違法性が

認められる場合には，人権擁護機関から，プロバイダ等に対して当該情報の削

除を要請している。

なお，人権擁護機関に被害の相談があった場合の具体的な対応については，

下図のとおりである。

インターネットの書き込みによる人権侵害について

まず，最寄りの法務局へ人権相談を

名誉毀損罪等により犯人の処罰を希望される場合

最寄りの警察署，各都道府県警本部の
サイバー犯罪相談窓口等をご案内します

書き込みの削除を希望される場合

法務局職員又は人権擁護委員が
詳しくお話をおうかがいします

プロバイダ等への削除依頼等の
具体的方法を助言します

相談者ご自身で削除依頼をすることが困難である場合 又は 相談者ご自身で削除依頼をしたが応じてもらえなかった場合

法務局において，当該書き込みの違法性を判断した上で，プロバイダ等へ削除要請をします
（ただし，強制力を伴わない任意の措置にとどまります）

相談者ご自身で削除依頼をされる場合

法務局の削除要請にも応じてもらえなかった場合

裁判所に削除の仮処分命令の申立てをする方法をご案内します
（法務局が申立てを代行することはできません。相談者ご自身で申立てをするのが困難であれば，弁護士等に相談していた
だくことが考えられます。資力の乏しい方は，日本司法支援センター（法テラス）の民事法律扶助（弁護士等による無料法律
相談や弁護士費用等の立替え）をご利用いただくことができます。）

インターネットの書き込みにより，人権侵害の被害にあわれた場合
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２ 平成２８年における人権侵犯事件の動向について

(1) 新規救済手続開始件数について

平成２８年中に法務局・地方法務局において新たに救済手続きを開始した

インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件は，前年の１，７３

６件を１７３件上回る１，９０９件（１０．０％増加）で，昨年に引き続き

過去最高（注）の件数を記録した。

これは，１０年前である平成１８年の件数（２８２件）と比較すると６．

８倍の増加である。

なお，このうち，プライバシー侵害事案が１，１８９件（対前年比１４．

２％増加），名誉毀損事案が５０１件（対前年比３．３％増加）となってお

り，この両事案で全体の８８．５％を占めている。

(2) 処理件数について

平成２８年中に法務局・地方法務局において処理したインターネット上の

人権侵害情報に関する人権侵犯事件は，前年の１，６０４件を１８５件上回

る１，７８９件（１１．５％増加）で，昨年に引き続き過去最高（注）の件数

を記録した。

当該事件の処理は，被害者に対しインターネット上の人権侵害情報を被害

者自らが削除依頼する方法を教示するなどの「援助」が大半を占めるが，当

機関がプロバイダ等に対し人権侵害情報の削除を求めるなどの「要請」を行

った件数は，３２６件であった。

（注）平成13年から実施している現行の統計報告要領において，過去最高となる。
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(3) 具体的事例について

当機関が平成２８年に措置を行った人権侵犯事件には以下のような事例が

あった。

［事例１］インターネット上のプライバシー侵害及び名誉毀損

元交際相手の男性によって，インターネット上のアダルトサイトに氏名

や住所といった情報のほか，交際中に撮影した性的な画像が投稿され，自

らサイト運営会社に対し削除を依頼したが応じてもらえなかったとして，

法務局に相談がされた事案である。

法務局で調査した結果，当該情報及び画像は被害者の名誉を毀損し，被

害者のプライバシーを侵害するものと認められたため，法務局から当該サ

イト運営会社に対して削除要請を行ったところ，当該情報及び画像は削除

されるに至った。（措置：「要請」）

［事例２］インターネット上のプライバシー侵害及び名誉毀損

インターネット上の掲示板に，被害者を特定する題名のスレッドが立て

られ，そこに被害者の氏名及び住所とともに被害者を「人殺し」などと中

傷する書き込みが掲載されていたところ，被害者自身で当該掲示板の管理

者に対して削除を依頼したが応じてもらえなかったとして，法務局に相談

がされた事案である。

法務局で調査した結果，当該書き込みは被害者の名誉を毀損し，プライ

バシーを侵害するものと認められたため，法務局から当該掲示板の管理者

に対して削除要請を行ったところ，当該書き込みは当該スレッドごと削除

されるに至った。（措置：「要請」）

［事例３］インターネット上のプライバシー侵害及び名誉毀損

インターネット上の複数のサイトに，小学生が暴行されている動画が掲
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載されていたところ，対応に苦慮した学校側が，法務局に協力を求めた事

案である。法務局で調査した結果，当該動画は，被害者のプライバシーを

侵害するとともに，その名誉を毀損するものと認められたため，保護者の

意向を確認した上，法務局から当該サイトの管理者に対して削除要請を行

ったところ，当該動画は削除されるに至った。（措置：「要請」）

３ さいごに

法務局・地方法務局では，上記のようにインターネット上の人権侵害情報に

関する相談や被害申告等に対応するため，法務局での面談による相談窓口のほ

か，電話（みんなの人権１１０番：０５７０－００３－１１０），インターネ

ット（http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken113.html）でも相談に応じている。

また， インターネットによる被害を未然に防ぐため，「インターネットを

悪用した人権侵害をなくそう」を啓発活動の強調事項の一つとして掲げ，「あ

なたは大丈夫？考えよう！インターネットと人権（改訂版）」等の人権啓発資

料を法務省ホームページ上で提供している（http://www.moj.go.jp/JINKEN/ji

nken88.html）。平成２８年度は新たに啓発ビデオ「インターネットと人権～

加害者にも被害者にもならないために～」を作成した。また，スマートフォン

や携帯電話の普及ともあいまってインターネットの匿名性，情報発信の容易さ

を悪用した人権問題が特に青少年を中心に発生していることを受け，携帯電話

会社等と連携して，児童・生徒等を対象とする人権教室を実施しているほか，

講演会，シンポジウムの開催等，各種啓発活動を実施している。
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（別添７）

いわゆるヘイトスピーチに関する人権侵犯事件について

１ 法務省の人権擁護機関の取組について

⑴ 法務省の人権擁護機関では，いわゆるヘイトスピーチとされる言動につい

ても，法務局・地方法務局において実施する人権相談等により人権侵害の疑

いのある事案を認知した場合に人権侵犯事件として救済手続を開始し，事案

に応じた適切な措置を講ずることとしてきたところであるが，平成２８年１

０月，法務省人権擁護局内に「ヘイトスピーチ被害相談対応チーム」を設置

し，相談当初から同チームが関与して，法務本省主導によりヘイトスピーチ

による被害相談に対応している。

これまで，法務省の人権擁護機関では，特定の在日韓国・朝鮮人に対し脅

迫する言動や本邦から排除しようとする気勢を示す言動を行うなどした事案

について，人権侵犯事件として救済手続を開始し，被害者の人格権を侵害す

るものと認めて，相手方に対し，反省するとともに，同様の行為を行うこと

のないよう勧告したほか，このような言動を撮影した動画を動画共有サイト

に掲載した行為や特定の在日韓国・朝鮮人を誹謗・中傷する書込みをインタ

ーネット上のサイトに投稿した行為について，被害者の人格権を侵害するも

のと認めて，サイト管理者等に対してその削除を要請するなどの措置を講じ

た。

⑵ その他，不特定多数の者を対象とする誹謗・中傷等，対象が特定されてい

ない差別的言動については，啓発活動の対象として，その解消に努めている。

これまでも，法務省の人権擁護機関は，こうした差別的言動は人々に不安

感や嫌悪感を与えるだけでなく，人としての尊厳を傷つけたり，差別意識を

生じさせることになりかねず，あってはならないとして，「ヘイトスピーチ，

許さない。」というメッセージをポスター等に示すなどの啓発活動を実施し

てきた。

２ ヘイトスピーチに対する取組の背景について

近年，我が国において，特定の民族や国籍の人

々を排斥する差別的言動が行われ，いわゆるヘイ

トスピーチとして社会問題化してきたところ，平

成２８年６月，国に相談体制の整備や啓発活動の

実施を求める「本邦外出身者に対する不当な差別

的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律」

が施行された。

法務省の人権擁護機関は，同法の趣旨を踏まえ

たヘイトスピーチの解消に向けた取組，例えば，

同法施行を国民一般に向けて周知広報しつつ，ヘ

イトスピーチが許されないことを示す啓発活動や

前記「ヘイトスピーチ被害相談対応チーム」の設

置などの取組を実施している。
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